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増加する労働災害に歯止めを!! 

大阪労働局・府下13労働基準監督署による緊急対策を実施します 

大阪労働局(局長 中沖 剛)は、平成 26 年６月末の速報値で、大阪府下の休業４日以上の労

働災害件数が2,908件から3,102件へと前年同期に比べ194件、6.7％増加していることを受け

「労働災害防止緊急対策」を実施することとしました。大阪府下の労働基準監督署長等が管内

主要企業等に赴き、安全管理体制の充実、自主的な労働災害防止活動の強化及び「ゼロ災・大

阪「安全見える化運動」」の取組みなどの要請を行います。＜別添リーフレットによる要請＞ 

具体的には、特に労働災害が増加している製造業(693 件から 9.7％増加し 760 件)、建設業

(300 件から10.7％増加し332 件)、労働災害件数が多い第三次産業(小売業・飲食店・社会福祉

施設、陸上貨物運送事業)を対象とし、労働基準監督署による集中的な立ち入りによる監督指

導・個別指導などを実施します。他にも、業界団体に対し集団指導を実施します。 

 

１ 製造業 

製造業における大阪府下の労働災害件数は、長期にわたり全国ワースト１を続けていまし

た。昨年は、初めて全国ワースト１を返上しましたが、全国ワースト１に逆戻りすることが

危惧されます。大阪府下では「金属製品製造業」が製造業での労働災害の３割強を占め、

「食料品製造業」「化学工業」が続いています。労働災害の内容としては、動力プレスやシ

ャーなどの金属加工用機械による「はさまれ・巻き込まれ災害」が多くを占め、次いで、通

路や作業床などにおいての「転倒災害」となっています。 

  

【製造業の実施すべき重点事項】 

期    間：平成26年８月１日 ～ 同年10月31日 

重点対象業種：製造業・建設業・第三次産業（小売業・飲食店・社会福 

祉施設、陸上貨物運送事業）     

内    容：★労働基準監督署長等が管内主要企業等に要請を実施 

★監督指導・個別指導等を集中的に実施 

★業界団体に対し集団指導を実施 

 大 阪 労 働 局 発 表 

平成 26 年 7 月 28 日 

担 

当 

大阪労働局労働基準部安全課 

 

 電  話  06-6949-6496  
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    ①安全衛生管理体制を確立すること 

   ②安全衛生教育を実施すること 

   ③機械の動作範囲に柵や覆いなどのガードを設置すること 

④安全装置の有効使用の徹底を図ること  など 

 

２ 建設業 

大阪府下の建設業の労働災害件数は、土木工事55件、建築工事197 件、その他の建

設 80 件となっています。「墜落・転落災害」が建設業の労働災害の４割近くを占めて

います。 

【建設業の実施すべき重点事項】 

   ①はしご・脚立の適切な使用方法について周知すること 

②足場からの墜落・転落防止措置を講ずること 

③「命綱ＧＯ活動」に基づき、足場の組立て、解体作業や鉄骨建方作業時などでは、二丁

掛け安全帯を使用すること 

④高年齢労働者に対する安全衛生教育の実施状況を確認し、作業環境や作業方法など高年

齢者の特性に配慮したものとすること  など 

 

３ 第三次産業（小売業・飲食店・社会福祉施設） 

大阪府下の第三次産業での労働災害を業種別にみると「小売業」(288 件から 8.3％増

加し 312 件)「飲食店」(116 件から 41.4％増加し 164 件)「社会福祉施設」(163 件から

13.5％減少し 141 件)での労働災害が多い。労働災害の内容としては、「小売業」では

「転倒」「交通事故」「墜落・転落」、「飲食店」では「切れ・こすれ」「転倒」

「高温・低温物との接触」、「社会福祉施設」では「転倒」「動作の反動・無理な動

作」「交通事故」の順となっています。 

【小売業・飲食店・社会福祉施設の実施すべき重点事項】 

    ①安全衛生管理体制を確立すること 

   ②安全衛生教育を実施すること 

   ③機械の動作範囲に柵や覆いなどのガードを設置すること 

 ④４Ｓ（整理・整頓・清掃・清潔）活動を推進すること  など 

 

４ 第三次産業（陸上貨物運送事業） 

大阪府下の陸上貨物運送事業の労働災害の内訳は、荷の積み下ろしなどの荷役作業

時が７割弱、交通事故が１割弱となっています。また、荷役作業では「墜落・転落災

害」が３割強を占めています。 

【陸上貨物運送事業の実施すべき重点事項】 

    ①「陸上貨物運送事業における荷役作業の安全対策ガイドライン」に基づき、荷役作業な

どでの労働災害防止対策を図ること 

   ②「交通労働災害防止のためのガイドライン」に基づき、交通労働災害の防止を図ること 

   ③「トラック運送業における書面化推進ガイドライン」に基づき、安全運行につとめるこ 

と  など 

＜別添 平成 26 年死傷災害発生状況(大阪局)、平成 26 年全国及び主要都道府県死傷災害比較 参照＞ 



製造業の労働災害を防止しよう!! 

主要起因物別発生状況（製造業） 主要事故の型別発生状況（製造業） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

緊急対策実施中!! 

H26.7 

都道府県別死傷災害発生状況推移（製造業） 

平成 26 年の大阪府下の死傷災害の発生状況は、6 月末現在で 3,102 件となり、前年同期に比べ

194 件、6.7％増加しています。今後もこのような状況で推移することになれば前年の 8,014 件を

大幅に上回ることが懸念されます。 

特に、製造業における大阪府下の死傷災害発生件数は、長期にわたり全国ワースト１を続けていま

したが、昨年は、初めて全国ワースト１を返上しました。 

 しかし、製造業での死傷災害件数は、6 月末現在 760 件で、前年同期に比べ 67 件、9.7%の増

加となっており、再びワースト１に逆戻りすることが危惧されます。 

業種別では「金属製品製造業」が製造業の 3 割強を占めて、「食料品製造業」、「化学工業」が続い

ています。また、事故の型別では、プレス、シャーなどの金属加工用機械による従来型の「はさまれ・

巻き込まれ災害」が多くを占め、次いで、通路、作業床などにおいての「転倒災害」となっています。 



労働災害は、生産活動が行われている現場で起こり

ますが、現場の実態は、時々刻々変化していて、この

過程で安全衛生に関しても常に新しい問題が生じてい

ます。企業の経営トップといえども、一人で安全衛生

管理を行うことは不可能なので、安全衛生スタッフを

選任し、活用する必要があります。 

しかし、安全衛生スタッフに任せきりでも充分な効

果は上がりません。職場の安全衛生問題に適切に対応

するためには、生産活動のために構築したライン組織

を通して安全衛生管理を行うことが最も効果的です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

はさまれ・巻き込まれ災害の防止 

安 全 衛 生 管 理 体 制 の 確 立 

安 全 衛 生 教 育 の 実 施 

事業者の責務として、労働者の安全と健康を確保するために「安全衛生管理や推進の中心となる

人を決める」「労働者に安全衛生教育を行う」「労働者がケガや病気をすることがないように、防止

措置をとる」など実施しなければならない基本的な事項を着実に実施し、労働災害防止に取り組み

ましょう。 

安全に作業を行うためには、安全な作業方法を定め、安全衛生教育を実施することが重要です。 

労働者を雇い入れた時や作業内容を変更した時はもちろん、普段行わない作業を実施する場合な

どには、事前の十分な教育が必要です。 

 また、近年、労働災害件数の減少に伴い災害に直面するという経験自

体が稀なこととなり、労働者の危険に対する慣れや知識・体験不足によ

る危険予知能力の低下が懸念されています。労働者の作業における危険

に対する感受性を向上させ、経験不足を補い、安全意識の向上を図ると

ともに、安全技能の伝承にも効果を発揮する危険体感教育を実施するこ

とも有効です。 

さらに、労働者の職業生活全般を通じ適時適切な安全衛生教育の推進

を主眼とする「安全衛生教育推進要綱」に基づいて各種の安全衛生教育

の計画的な推進に努めてください。 

１ 安全カバー等の取り付けの徹底 

からだの一部が動力機械に入らないように必ず安全カバーや囲

いを設けましょう。 

また、安全カバー等を設けることが困難な場合には、すきまを

安全な間隔に広げることや安全装置等を取り付けましょう。                

２ 安全装置の有効保持及び作業標準の作成と遵守 

安全装置などは、必ず行う作業や使用する機械装置等に見合う

物を取り付けると共に作業性が悪くなるからと言って安全装置の

電源を切ったり、取り外して作業を行ってはいけません。 

作業を安全に行うために、必ず作業標準を作成し、それに基づ

き作業を行いましょう。また、非定常作業についても、対応の仕

方等を示した作業標準を作成しましょう。                 

３ ボール盤・面取り盤等の作業時における手袋の使用禁止 

回転する刃物がある機械装置等を使用するときは、手袋を使わ

ず作業しましょう。 

動力機械を用いて作業を行う時は，下記の事項に注意して使用しましょう。 

JIS B 9711 より引用 



進め方 

進め方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

転 倒 災 害 の 防 止 

ゼロ災・大阪「安全見える化運動」 

1. 不要な物の廃棄基準、判断がつかない物の要不要を判断する責任者を決める。 

2. ４Ｓゾーン（区域）ごとに、所属従業員全員が掃除し、不要な物を廃棄する（定期的に行う）。 

3. 施設長が定期的に巡回して整理の状況をチェックする。 

4. チェック結果により改善し、必要に応じ廃棄基準を見直す。 

1. 現状を把握する（置く物、置き場所、置き方、使用時の移動距離）。 

2. 置く物の種類、置き場所、必要数量を決定する（種類・量とも絞り、移動距離を短くすること）。 

3. 場所ごとの管理担当者を決める。 

4. 取り出しやすく、しまいやすい置き方を決める。 

5. 定期的にチェックし、必要に応じ改善する。 

①整理・・・ 

②整頓・・・ 

③清掃・・・ 

④清潔・・・ 

必要な物と不要な物を分けて、不要な物を処分すること 

必要な時に必要な物をすぐ取り出せるように、分かりやすく安全な状態で配置すること 

身の回りをきれいにして、衣服や廊下のゴミや汚れを取り除くこと 

整理・整頓・清掃を繰り返し、衛生的で、快適な職場環境を維持 

すること 

＜作業スペースや通路が汚れていたり、濡れていると滑りやすく 

なるので、清掃を励行しましょう＞ 

ゼロ災・大阪「安全見える化運動」は「災害ゼロ・疾病ゼロの大阪」を実現す

ることを究極の目標として、労働災害の防止、重篤災害の撲滅に向け、働く者す

べてがそれぞれの立場で健康が確保され安全・安心な職場の構築を目指し、自主

的に安全衛生活動を実践していく職場風土、安全文化を構築していくための啓発

活動です。 

この運動は、平成２５年度を初年度とする大阪労働局労働災害防止推進計画の

目標を達成するため、安全の見える化の普及促進を図ることにより、工場、現場、

事務所、店舗などの職場に潜む危険や安全衛生活動等を積極的に目に見える形に

することにより、労使の自主的な労働災害防止活動を促進し、健康が確保され安

全・安心な現場・職場の実現を図ろうとするものです。 

事例集は、大阪労働局ホームページのトップページ「ゼロ災・大阪『安全見え

る化運動』」からダウンロードできます。 



 

 

 

 

 

 

 点 検 項 目 結果 

１ 安全衛生管理体制は、確立されているか。 
 

２ 機械の危険性について、作業者に十分教育しているか。 
 

３ 
プレスやシャーなどを使用する危険作業における安全装置は有

効に機能しているか。 

 

４ 
機械の動作範囲には柵や覆いなどのガードは設置されている

か。 

 

５ 
作業中、回転体にはさまれないよう覆いや注意標識の設置が徹

底されているか 

 

６ 
機械の掃除や修理時における当該機械の運転停止措置は徹底さ

れているか。 

 

７ 
クレーンやフォークリフトなどの運転作業は、有資格者に行わ

せているか 

 

８ 
爆発火災の危険性の高い作業に関する情報を収集し、関係労働

者に周知徹底されているか。 

 

９ 4S（整理、整頓、清掃、清潔）活動に取り組んでいるか。 
 

10 リスクアセスメントに取り組んでいるか。 
 

11 「安全見える化運動」に取り組んでいるか。 
 

12 
高年齢労働者に対する安全教育を実施し、作業環境や作業方法

などは、高年齢者の特性に配慮した内容に改正しているか。 

 

労働災害防止自主点検表 

点検日 平成  年  月  日 



















総計比 小計比 総計比 小計比

105 3.4% 13.8% 124 4.3% 17.9% -19 -15.3%

17 0.5% 2.2% 16 0.6% 2.3% 1 6.3%

7 0.2% 0.9% 7 0.2% 1.0% 0 0.0%

15 0.5% 2.0% 25 0.9% 3.6% -10 -40.0%

11 0.4% 1.4% 9 0.3% 1.3% 2 22.2%

24 0.8% 3.2% 25 0.9% 3.6% -1 -4.0%

29 0.9% 3.8% 19 0.7% 2.7% 10 52.6%

83 2.7% 10.9% 54 1.9% 7.8% 29 53.7%

12 0.4% 1.6% 6 0.2% 0.9% 6 100.0%

33 1.1% 4.3% 23 0.8% 3.3% 10 43.5%

10 0.3% 1.3% 8 0.3% 1.2% 2 25.0%

230 7.4% 30.3% 207 7.1% 29.9% 23 11.1%

74 2.4% 9.7% 80 2.8% 11.5% -6 -7.5%

21 0.7% 2.8% 18 0.6% 2.6% 3 16.7%

23 0.7% 3.0% 22 0.8% 3.2% 1 4.5%

0 0.0% 0.0% 3 0.1% 0.4% -3 -100.0%

66 2.1% 8.7% 47 1.6% 6.8% 19 40.4%

760 24.5% 100.0% 693 23.8% 100.0% 67 9.7%

0 0.00% 1 0.0% -1 -100.0%
土木工事 55 1.8% 16.6% 42 1.4% 14.0% 13 31.0%
建築工事 197 6.4% 59.3% 179 6.2% 59.7% 18 10.1%
その他の建設 80 2.6% 24.1% 79 2.7% 26.3% 1 1.3%

332 10.7% 100.0% 300 10.3% 100.0% 32 10.7%
鉄道等 15 0.5% 2.9% 12 0.4% 2.3% 3 25.0%
道路旅客 80 2.6% 15.4% 82 2.8% 15.9% -2 -2.4%
道路貨物運送 423 13.6% 81.3% 422 14.5% 81.6% 1 0.2%
その他の運輸交通 2 0.1% 0.4% 1 0.0% 0.2% 1 100.0%

520 16.8% 100.0% 517 17.8% 100.0% 3 0.6%
陸上貨物 41 1.3% 66.1% 42 1.4% 64.6% -1 -2.4%
港湾運送業 21 0.7% 33.9% 23 0.8% 35.4% -2 -8.7%

62 2.0% 100.0% 65 2.2% 100.0% -3 -4.6%

11 0.4% 7 0.2% 4 57.1%

2 0.1% 1 0.0% 1 100.0%

434 14.0% 30.7% 430 14.8% 32.5% 4 0.9%
小売業 312 10.1% 22.0% 288 9.9% 21.8% 24 8.3%

53 1.7% 3.7% 39 1.3% 2.9% 14 35.9%

0 0.0% 0.0% 3 0.1% 0.2% -3 -100.0%

39 1.3% 2.8% 40 1.4% 3.0% -1 -2.5%

27 0.9% 1.9% 11 0.4% 0.8% 16 145.5%

227 7.3% 16.0% 243 8.4% 18.4% -16 -6.6%
社会福祉施設 141 4.5% 10.0% 163 5.6% 12.3% -22 -13.5%

227 7.3% 16.0% 167 5.7% 12.6% 60 35.9%
飲食店 164 5.3% 11.6% 116 4.0% 8.8% 48 41.4%

181 5.8% 12.8% 194 6.7% 14.7% -13 -6.7%

0 0.0% 0.0% 0 0.0% 0.0% 0
その他の事業計 227 7.3% 16.0% 197 6.8% 14.9% 30 15.2%

派遣業 5 0.2% 0.4% 3 0.1% 0.2% 2 66.7%

警備業 39 1.3% 2.8% 43 1.5% 3.2% -4 -9.3%
　三次産業計 1,415 45.6% 100.0% 1,324 45.5% 100.0% 91 6.9%

3,102 100.0% 2,908 100.0% 194 6.7%
464 15.0% 100.0% 464 16.0% 100.0% 0 0.0%

鉱業

  運輸交通業計

注）労働者死傷病報告書による。
　　※　「陸上貨物運送事業」　運輸交通業のうち道路貨物運送と貨物取扱業のうちの陸上貨物を加えたものである。

映画・演劇業

食料品製造

繊維工業

衣服その他の繊維

木材・木製品

一般機械器具

電気機械器具

  建設業計

　貨物取扱業計

農林業

保健衛生業

合計

接客娯楽業

清掃・と畜業

官公署

平成２６年死傷災害発生状況(大阪局)

平成２６年 前年同期 対前年同期比較

業　　種

平成２６年６月末日までの受理分

増減数 増減比死傷者数
構成比 構成比

非鉄金属

金属製品

窯業土石

鉄鋼業

家具製造

紙・紙加工品製造

印刷・製本業

死傷者数

化学工業

陸上貨物運送事業

輸送機械製造

電気・ガス

その他の製造

　製造業計

通信業

教育研究業

畜産･水産業

商業

金融広告業



　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２６年　全国及び主要都道府県  死傷災害比較
平成２６年６月末日現在

平成２６年 平成２５年 増減率 平成２６年 平成２５年 増減率 平成２６年 平成２５年 増減率 平成２６年 平成２５年 増減率 平成２６年 平成２５年 増減率 平成２６年 平成２５年 増減率 平成２６年 平成２５年 増減率

11,111 10,652 4.3% 760 693 9.7% 452 473 -4.4% 273 263 3.8% 792 766 3.4% 343 316 8.5% 381 415 -8.2%

6,922 6,653 4.0% 332 300 10.7% 372 330 12.7% 583 581 0.3% 284 316 -10.1% 153 148 3.4% 290 242 19.8%

5,889 5,604 5.1% 464 464 0.0% 379 327 15.9% 372 423 -12.1% 346 349 -0.9% 145 157 -7.6% 311 257 21.0%

6,784 6,369 6.5% 434 430 0.9% 418 415 0.7% 591 555 6.5% 417 326 27.9% 150 136 10.3% 298 287 3.8%

小売業 5,216 4,840 7.8% 312 288 8.3% 341 338 0.9% 430 404 6.4% 318 244 30.3% 120 94 27.7% 207 227 -8.8%

16,582 16,385 1.2% 1,112 1,021 8.9% 1,070 1,100 -2.7% 1,770 1,804 -1.9% 721 777 -7.2% 393 368 6.8% 707 684 3.4%

社会福祉施設 2,448 2,343 4.5% 141 163 -13.5% 123 104 18.3% 166 161 3.1% 98 90 8.9% 81 70 15.7% 98 92 6.5%

飲食店 1,639 1,543 6.2% 164 116 41.4% 71 64 10.9% 233 226 3.1% 96 92 4.3% 31 37 -16.2% 75 59 27.1%

42.2% 42.4% 45.6% 45.5% 41.5% 42.6% 55.7% 55.5% 39.9% 39.0% 39.1% 37.9% 45.8% 46.0%

47,288 45,663 3.6% 3,102 2,908 6.7% 2,691 2,645 1.7% 3,589 3,626 -1.0% 2,560 2,534 1.0% 1,184 1,125 5.2% 1,987 1,885 5.4%

広　島 福　岡

商　業

その他の事業

合計

全　国 大　阪 北 海 道 東　京 愛　知

第三次産業占有率

製造業

建　設　業

陸上貨物運送事業

業　種


